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はじめに

購本における行政訴訟糊度の歴史

韓圏における行政訴訟制度の歴史と運罵実態

韓国における行敵訴訟制法の全颪改正の試み

結びにかえて…韓国から日本が学ぶべき幾つかのもの

1は じめ に

「行政事件訴訟 とは,こ れ を厳格 に定義すると,行 政作用 によって国民に

具体的な不利益状態(権 利利益の侵害状態)が 生じ,ま たは生 じるおそれがあ

る場合に,国 民の側から裁判所 に訴えを提起し,行 政権の行使 にかかわる作

為 ・不作為の適法性につき審理 を求め,違 法な行政作用によってもたらされ

た(あ るいはもたらされるおそれのある)違 法状態を排除 して権利利益の回復な
1>

いし実現を求める訴訟手続であるということができる」といわれる。

したがって,裁 判所で行 う訴訟手続 とい う点では民事訴訟 と共通するが,

行政権の行使 に関連する紛争の審理手続であるだけに,そ の帰趨は公共の利

益にかかわるところが大きく,私 人間の私的利益をめぐる紛争である民事訴

1)原 闘尚彦 賄 政法要論(全 訂第7版 〔補訂2版 〕)漏(2012年)35頂 。
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訟 とは多かれ少なかれ異なった扱いが必要 とされる。 もっ とも行政訴訟の扱

いにどの程度の特殊性を認 めるかは,各 国の立法政策の問題である。

しかし,臼 韓両国の行政訴訟法は,ア メリカの占領下あるいは朝鮮戦争下

という社会的な混乱の中で制定されたために,十 分な理論的検討の結果 とし

て制定 されたものではなかった。したがって,そ の内容においては,国 民の

権利利益の救済 とい う視点は軽視される一方で,行 政の優位性 ・効率性 の維

持が強調 されることになった。当然,両 国の行政訴訟の運用 も機能不全 に陥

ることにな り,こ のような状況 を改善するために,日 韓両国は幾度かの法改

正を行った。しかし,現 時点において両国の行政訴訟の運照実態を比較する

とき,臼 本の行政訴訟件数の極端 な少なさと原告の勝訴率の低 さが 目立つと

ともに,比 較的良好な運用成果 を挙 げていると思われる韓国においては,更

なる改革を臼指 して今なお行政訴訟法の改正作業が継続 中であることを知 る

のである。

本稿 は,臼 韓両国の行政訴訟法の制定及び改正の経緯 を振 り返 るととも

に,類 似の行政訴訟法を有する日韓両国における運用の実態が何故 にか くも
2)

対照的であるのかについて若干の考察 を試みるものである。

2日 本 における行政訴訟制度の歴 史

(玉)戦 後の行政訴訟制度の確立期

臼本の旧憲法では,明 文で大陸型の行政裁判制度を採用 していたし 佃憲法

61条),こ れ を受 けた行政裁判法によって行政裁判所が設置 されていた。い

わゆる ドイツ型の行政国家型の仕組みが採用 されていたのである。

しかし,現 行憲法は,基 本的にアメリカ型の憲法であること,ま た,「 す

べて司法権 は,最 高裁判所及 び……下級裁判所 に属す る」(76条1項),「 行政

2)こ のよ うな観点 か らN韓 両国 の行政訴訟法 と行政不服審査 法 につ いて考察 した中麟語の も

の としては,勢 龍澤 「躍本,韓 圏行政 争訟制 度的沈較 研究」 照禾主編 窪亜州法 論壌諺 第1巻

(2006年)所 収があるので参照 され たい。
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機関は,終 審 として裁判 を行ふ ことができない」(同条2項)と 定めているこ

となどから,行 政事件についても民事事件 と同じく司法裁判所が審理 にあた

る,い わゆるアングロサクソン型の司法国家型をとったものと理解 された。

そこで,1947年 に,「 日本国憲法の施行 に伴 う民事訴訟法の応急的措置に関

する法律」が制定 された。この法律 は,司 法裁判所の管轄に属することにな

った行政訴訟(抗 告訴訟)の 出訴期間を制限する特別の規定をおいただけで,

あとはすべて民事訴訟 と同じ扱いをするとい う緊急の方策を定めたものであ

った。

しかし,1947年 にsア メリカ軍の占領政策の一環 として実施 された公職追

放処分を受けた平野力三衆議院議員が,内 閣総理大臣を被告 として追放処分

指定の無効確認 を求める訴 えを提起 し,あ わせて地位保全 を求める仮処分を

申請すると,東 京地裁は指定の効力発生を停止する旨の仮処分を出した。す

ぐさま,連 合国総司令部(GHQ)は 仮処分決定 の取消 しの指令 を発 し,ま

た,最 高裁判所も,平 野氏の公職追放事件に関 して 日本国の裁判所は管轄権

を有せず,東 京地裁の決定は無効であるとの談話 を発表 した。そこで,東 京

地裁は,こ の仮処分を自ら取 り消したのである。

この追放処分の背景 には,GHQ内 部及び日本政界の さまざまな勢力の思
3)

惑があったよ うであるが,こ の事件 を契機 に,GHQは,行 政事件 に特有の

手続 を設けることに極めて消極的であったそれまでの態度を改めて,行 政事

件の特殊性に配慮した訴訟手続の必要性を認める立場へと転換することにな

った。

ここに,1948年,急 遽,「 行政事件訴訟特例法」が制定 され,民 事訴訟の

特例手続が定められることになった。この法律 は,そ の条文数 は12力条 であ

り,存 続期間も14年間 とい う短いものであったが,し かし,こ の法律の制定

によって,日 本は,司 法裁判所に行政事件の裁判 を委ねる司法国家型の枠の

下で,民 事訴訟 とは異なる特別 の行政訴訟制度 を設けるとい う,い わば行政

3)こ れ にっ いては,横 関蚕 呼 野力三 の戦 中 。戦後Cの 」 『大原社会 問題研 究所雑誌君6/5号

(20!0年)50頁 以下 を参 照。
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国家型 と司法国家型 を折衷した独 自の行政訴訟制度 を創設することになるの

である。 もっとも,平 野事件 とい う占領下の特殊な事件を契機 としたもので

あったために,こ の折衷のバランスは行政優位へと大きく傾いたものであった。

すなわち,特 例法は,行 政処分の取消訴訟を中心とするとともに,訴 願前

置主義を採用することで直ちに訴訟が提起できないようにしたこと,仮 の救

済 として仮処分を排除し,か わ りに 「執行不停止原則」の下で執行停止制度

を置いたこと,こ の執行停止 を裁判所が命ずる場合 においても,内 閣総理大

臣が異議 を述べれば裁判所の命令 の効力 を失わせ ることのできる制度 を設け

たこと,事 情判決の制度を置いたことなど,い ずれも第二の平野事件 を起こ

さないための制度的装置であった。

(鋤 行政事件訴訟法の制定

その後,特 例法の下での実務の発展 と解釈上の疑義 を解消するために,

1962年 に現行法である 「行政事件訴訟法」が制定 された。この法律は,そ の

名の ように,民 事訴訟法の 「特例法」 ではな く,「行政事件訴訟 について

は,他 の法律に特別 の定めがある場合 を除 くほか,こ の法律に定めところに

よる」(1条)と して,同 法が行政事件訴訟の一般法であることを宣言してい

るが,い まだ自己完結的な手続法 とはなってお らず,「 行政事件訴訟 に関

し,こ の法律に定めがない事項については,民 事訴訟の例による」(4条)と

している。もっとも,「例による」 としているのは,行 政事件の本質に反 し

ないかぎり,民 事訴訟に準じた扱いをする趣 旨だとされている。

同法は,行 政事件訴訟の類型 として抗告訴訟,当 事者訴訟,民 衆訴訟,機

関訴訟 の四つを定めたうえで,抗 告訴訟 として,特 例法で定められていた取

消訴訟 のほかに無効等確認訴訟,不 作為の違法確認訴訟 とい う類型 を明記 し

て,典 型的な行政事件訴訟である抗告訴訟,と くに取消訴訟を中心として,

訴訟手続にかかわる技術的な規定 を整備 したものである。しかし,一 般的な

訴願前置主義の廃止(瓢 自由選択主義の採用)を 除けば,行 政事件訴訟法 の制

定は,特 例法 によって意図された行政の優位性 の確保 とい う一歩 を,さ らに

整備 された実定法によって踏み固めるものであったとい うこともできる。
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(3)2004年 の行政事件訴訟法の改正

この行政事件訴訟法のもとで,あ る意味,予 想 どお りというべきか,日 本

の行政訴訟は,そ の運用 においてますます硬直化して,機 能不全 に陥ってい

くことになった。

そのようななか,司 法制度改革の一環 として,司 法制度改革審議会は2001

年6月 の意見書で 「21世紀の我が国社会においては司法の果 たすべき役割が

一層重要となることを踏まえると,司 法の行政 に対す るチェック機能を強化

する方向で行政訴訟制度 を見直す ことは不可欠である」 として,敏 府 にお

いては,行 政事件訴訟法の見直しを含めた行政に対する司法審査の在 り方に

関して本格的な検討を早急に開始すべ きである」と提言 した。これを踏まえ

て同年12月,内 閣に,総 理大臣を本部長 とし,全 閣僚を構成員 とする司法制

度改革推進本部が設置され,そ こにおいて法案作成作業がなされ,2004年,

何 と42年ぶ りに,行 政訴訟の運用が国民の救済に資する実効的なものにすべ

く,行 政事件訴訟法が一部改正されることになったのである。

その主な改正点は,① 抗告訴訟類型の多様化 儀 務付け訴訟・差止訴訟の法定)

と確認訴訟の明文化,② 取消訴訟の原告適格 の拡大,③ 仮の救済制度の充

実,④ 出訴期間の延長 と教示制度の新設,⑤ 管轄裁判所の拡張,⑥ 裁判所の

釈明処分の特則などである。一部改正 とい う形式ではあるが,訴 訟類型の多

様化や原告適格の拡大は,い ずれも硬直 していた訴訟要件を広 げるための改

革 とい うことができる。

3韓 国における行政訴訟制度の歴史 と運用実態

α)解 放後の行政訴訟制度の確立期

臼本植民地時代の韓国では,関 税 と年金事件 に対する訴願を除いては,当

時の 日本の行政争訟制度は適用 されなかったのであるから,韓 国の行政訴訟

の歴史は,解 放後から始まるといえる。

韓国の独立後の最初の憲法(制 憲憲法又は第一共和国憲法と称されている)は,
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その8!条1項 で 「大法院は,法 律の定めるところにより,命 令,規 則及び処

分が憲法 と法律 に違反するか否かを最終的に審査する権限を有する」 と規定

することで,行 政訴訟の裁判管轄権 を法官で構成される法院,す なわち司法
4)

府 に付与する司法国家型を宣言 した。そして,こ の規定を具体化すべ く,
5)

1951年 に 「行政訴訟法gが 制定 された。

この行政訴訟法は,朝 鮮戦争の砲煙 の中,避 難先の臨時首都であった釜山

で制定された,わ ずか14力 条の短い法律である。その主要内容は,① 訴訟事

項の概括主義,② 訴願前置主義,③ 提訴期間の制限,④ 裁判管轄及び被告適

格 に対する特例,⑤ 関連請求の併合,⑥ 執行不停止の原則,⑦ 事情判決な

ど,そ の名称 とは異なり,民 事訴訟法に対する若干の特則 を置いただけのも

のであった。要するに,「 この行政訴訟法は,わ が国の立場で深 く研究 した

行政訴訟法ではな く,戦 後 に目本で急いで制定された行政事件訴訟特例法を
6)

ほとんどそのまま模倣したもの」である。確かに,平 野事件によって急遽制

定 された,行 政優位の段本の特例法 を模倣 したことは,余 りにも無思慮な選

択であったとも思 えるが,1950年 代前半の韓国行政法学界では行政訴訟に関
7)

する論説がわずか1本 しかなかったこと,ま た,1950年 に始まった朝鮮戦争

による混乱を想起すれば,や むを得ない選択であったようにも思われるし,

むしろ,日 本の内閣総理大臣の異議の制度を導入 しなかったことを讃 えるべ

きかもしれない。

この行政訴訟法の下,韓 国の1950年 代の第1審 行政訴訟の提起件数は,年

平均273件 であり,そ の事件の内容 も,ほ とんどが帰属財産処理に関す るも
$)

のであった。これに対 し,日 本の1950年 代 の地方裁判所の第1審 行政訴訟の

4)行 政訴訟 の管轄権 を一般 法院が麿す るとい う原 則は,今 灘まで変わ ることな く続 いてい る。

5)行 政不服 申立制度 の基本 法 である 「訴願法」 も,隅 じ年 に制 定 され たが,こ れ につ いては

欝龍澤 陳 ア ジアの行政不服審査欄度 一韓国 。中国 。台湾 そ して 臼本選(200壌年)を 参照。

6)李 尚奮 「行 敏救済法gi回 顧 無 展望」丘乗朔他 『韓麟法学9]嗣 顧 碍 展望』(199i年)150頁 。

7)李 尚杢教授 に よれ ば,1953年7月 愚 の 『考試界3に 掲 載 され た,韓 泰淵教授 の 「地方議 会

絹行政訴 訟能力」 が唯一 のものであ り,1950年 代 の後半 にいた っても,5,6篇 の論文 があっ

た だけである とい う。李尚奎,前 掲論 文,250k'。

8)李 尚圭,前 掲 論文,161～162頁,参 照。 なお,帰 属財産 とは,細 撲本政府(朝 鮮総督 府)
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9)
提起件数 は,年 平均840件 であ り,農 地買収 をめぐる事件が最も多かった。

続 く1960年 代 と!970年 代は,韓 国では 「漢江の奇跡」 と言われた高度経済

成長の時期であり,行 政訴訟の件数も急増した。第1審 の行政訴訟の提起件

数 も,1961年 から70年 までの年平均は547件,1976年 か らは年平均1,000件 を

超 えるようになり,事 件の内容 においても,租 税事件及び土地収用等の公用

負担に関するものが主流をなし,そ のほかにも都市計画及び公務員の身分関
le>

係 に関する事案など,非 常に多様 になった。

このような判例の急増を受けて判例研究が活発 になったのはもちろんであ

るが,日 本 における行政事件訴訟法の制定(!962年)に も影響 を受けた比較

法研究を通 じて,韓 国の行政訴訟法の問題点の抽出及び立法論的検討が積極

的になされるようになった。

なお,日 本の1961年 か ら70年 までの行政訴訟件数は年平均940件 である。

この時期からは,農 地 をめぐる事件が減 り,多 様な事件が争われるようにな

るが,日 本においては,1968年 の2,300件,72年 の3,200件,76年 の1,800件 と

い う例外を除 くと依然 として1,000件 を下回る状況が続いた。

(2)1984年 の行政訴訟法の全面改正

続 く1980年 代の前半は,長 期独裁政権 を維持 してきた朴正煕大統領が腹心

の部下によって暗殺 されることで,一 時,民 主化の到来も期待 されたが,結

局 は,そ のfソ ウルの春」は,後 に大統領 となる全斗換陸軍少将を中心 とす

るグループによる,い わゆる 「粛軍クーデーター」 によって踏みにじられ,

背広に着替 えた者たちによる新たな軍事独裁のf第5共 和国」の時代を迎 え

ることになった。

しかし,こ の第5共 和国憲法が,そ の108条3項 で,臓 判の前審手続 とし

て行政審判(行 政不服審査)を することができる。行政審判 の手続 は,法 律で

及び下部機 関,各 種 の社会闘体,法 人,畏 閥入が所有 あるいは支配 していた あらゆる種類 の財

産 を意味 し,そ の払下 げ処分 をめ ぐって多 くの訴訟が提起 されたのであ る。

9)本 稿 において表1以 外のB本 の数値 は,f28-・14民 事 ・行 政事件 の薪 受,既 済及 び未済件 数

(昭和23年 ～平成16年)」[http:f/www.stat.go.jp/data/chouki/28.htmjに よった。

1◎)李 尚肇,前 掲論文,同 頁,参 照。
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定めるものの,司 法手続が準用されなければならない」 と定めたために,極

度の書面審理主義,職 権主義及び非公開主義で支配されていた,当 時の訴願

法は,そ の抜本的な改正が不可避 となった。それに併せて,行 政訴訟法につ

いても,現 代産業社会における行政機能の拡大,と くに福祉行政の積極化に

伴 う行政作用の領域拡大 と行為形式の多様化に対応した改正が必要であると

の共通認識 が形成 され,つ いに!984年12月15日 に,訴 願法に取って代わる

「行政審判法」の制定と行政訴訟法の全面改正がなされるに至ったのである。

この法律 の全面改正作業において申心的な役割 を果たした金道髄教授 は,

その当時を振 り返 って,r最 も多 く議論 されたのは,抗 告訴訟の…種 として

不作為違法確認訴訟 を採用 した点である。英米では言 うまでもなく,ド イツ

でもおよそ30年 前に既に制度化 された,い わゆる義務づけ訴訟を制度化 し得

ない ということは韓国民 としての自尊心の問題だとい う主張が,主 に学界 と

在野法曹の側か ら強力に出 されたが,結 局,法 院側の反対で挫折し,日 本の

ような不作為違法確認訴訟を認めるのにとどまることになった。しかし,そ

の代わ りに,判 決の拘束力 としての処分義務 と間接強制の効果 を立法で認め
鋤

ることにした1と 述べるように,当 時の日本法よりも改善 された点があった
12)

ことも事実であるが,や はり,総 じて言えば,そ の内容は,1962年 に制定さ

れた 日本の行政事件訴訟法 と類似 したものであることは否定できない。それ

ゆえに,そ の制定当時からこの改正法に対 して厳 しい批判を繰 り広げていた

金南辰教授が,「 その 日本の行政事件訴訟法をほとん どそのまま模倣 した

我々の行政訴訟法(改 正行政訴訟法)が,制 定 ・施行 されたのが,1985年 のこ

とである。H本 が1962年 に制定 ・施行 した法(行 政事件訴訟法)を20余 年が過

ぎた後 に踏襲 したことを見れば,他 人のものを模倣す るのにも,我 々の力量

11)金 道 拠 伊 龍澤 訳)「 韓 国にお ける新 行政争訟剃 度20年 と憲法裁 鞠所制度7年 の 回顯 」『翻

権葺法毬障遡27巻1一 選}(!997年)151頁0

12)先 に指摘 した以外 にも,韓 圏 の行政訴 訟法が,「 処 分」概念 を 「行政庁 が行 う具体的事実 に

関す る法執行 としての公権力 の行使又 はその拒否及 びその他 これ に準ず る行敢作 胴」(2条!

項!勢)と 定義 しているこ とも,そ の特徴 の一一つ である。
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13)
は十分ではなかったようである」 と嘆 くのも無理からぬ ことであった。

しかしながら,ほ んのひ と時であれ,ギ ソウルの春」 の光 を浴びた市民に

とって,独 裁政権による恣意的な行政権の横行 は目に余 るものであったの

か,あ るいは,新 しく全面改正 された行政訴訟法の故か,こ の時期,行 政訴

訟の提起数は大きく伸びた。すなわち,第5共 和国の初年度である!981年 こ

そ前年 よりも行政訴訟の提起件数は減少 したものの,そ の後は急増 し,1986
14)

年からは2,0CO件 を超えるようになったのである。

N本 おいては,ユ980年 代は年平均770件 であ り,1,000件 を恒常的に上回る

ようになったのは,1993年 以降のことである。 この時期以降,,日 韓の行政訴

訟件数は逆転しただけでなく,そ の差は大きく広がることになる。

(3)1994年 の行政訴訟法の一部改正

その後,1994年 に司法府(大 法院)が イニシアチブをとった司法改革の産
王5)

物の一つ として,韓 国の行政訴訟制度は,1994年 に一部改正が行われた。そ

の内容 は,第 一 に,行 政訴訟(抗 告訴訟)の 前審制度 としての行政不服審査

(行政審判)を 必須的な手続 としていた前置主義 を廃止 して,当 事者が望む場

合にのみ行政不服審査 を経 る自由選択主義に変更 したこと,第 二 に,行 政訴

訟法を改正 して,こ れまで高等法院が第!審 として管轄 していた行政訴訟

(主観的訴訟)を2審 制から3審 制 に変更す るとともに,法 院組織法を改正 し
16)

て第1審 法院 としての行政法院を設置することで,行 政訴訟の審級 を,行 政

13)金 南辰 「韓国行 政訴訟綱 度91園 顧 爵 向方」韓 圏法学教授 会編il韓 国法学50年 一一一G愚去e現

在 ・未来 』(1998年)237頁 。 岡時に制定 され た行政審料 法が,難 本の行政不服審査 法 とは金 く

異 なる独劇 的な内容 のものであっただけ に,行 政訴訟 法の改正内容の劣後性 がよ り浮 き上が っ

たこ とは確 かであ る。 なお,行 政審 朝法 につい ては,欝 龍澤 「東ア ジア諸 圏との沈較 か ら箆た

田本 の行政 不服 審査法」『ジュリス ト31324暑(2006年),瞬 「此較法的視点 か ら見た行政不服

審査 法改正 の評価 」fジ ュ リス ト』1360愚(2008年)を 参照 され たい。特 に後者 の拙稿 は,勢

龍澤 凍 亜法銘較視 野下的 澱本行 政復議法 之修 蜘il時 代法学 譲7巻5期(2◎09年)と して中

圏語 に翻訳 されてい る。

14)El本 お いては,1980年 代 までで,2,000件 を超 えたの は,1968年,72年,76年,82年,艇 年

の5力 年 のみであ る。 この時期以 降,R韓 の行政訴訟件数 の差 は大 きく広が ることになる。

15)行 政訴訟法 の～部改正法 の施 行 霞は,行 政法院 の設 置 に要す る準備期間 な どを考慮 して,

!998年3帰1環 とされた。

16)こ の ときの法院組織法 の改駈で,高 等法院級 のもの として特許法院 も漸設 された。
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17)

表1.臼 本 に お け る第1審 行 政 事 件 訴 訟 の 新 受 件 数

年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 20ユ0 2011 2012

件数 1,856 1β44 1,863 2,081 2,211 2,!70 2,029 2,!95 2,268 2,417

i8)

表2.韓 国 における第1審 行政事件訴訟の新受件数

年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 20ユ0 2011 2012

件数 11,411 三2,357 ユ3,600 14,397 14,713 15,388 ユ6,661 ユ7,434 16,924 16,942

法院,高 等法院,大 法院 としたことである。 もっとも,国 家の財政事情など

を考慮 して,行 政法院は,さ しあたってはソウルにのみ設置して,他 の地域

には当分の間,地 方法院の合議部が管掌することにした。

この時期は,民 主化への最後の試練 を乗 り越 えて,与 野党の合意 による初

めての憲法改正である現行の第6共 和国憲法の下,か つての独裁政権時代に

民主化の闘士であった人物が大統領に当選す ることで,韓 国の民主化が国の

隅々にまで定着 した時期でもある。

韓国の!994年 の行政訴訟受理件数 は,11,902件,処 理件数5,362件,そ の

うち,国 家勝訴1,849件(34.5%),国 家敗訴1,968件(36.7%)で あ り,1995年

は受理件数13,106件,処 理件数5,147件,そ の うち,国 家勝訴2,304件(39.5

%),国 家敗訴1,742件(33。8%)で あった。 これに対 して,H本 のユ990年代の

行政事件訴訟の1審 の受理件数は年平均1,100件 であった。

類似 した行政訴訟法を有 している臼本 と韓国ではあるが,こ の時点におい

て,受 理件数 においてIO倍 近 くもの差が付 くよ うになった。 日本 において

も,訴 訟要件の緩和や国民の利用 しやすい仕組みを目指 した2004年 の行政事

件訴訟法の改正などを受けて,表1の ように,行 政事件訴訟件数は確かに増

加 してはいるが,そ れでも表2と 見比べると,日 韓の差は一向に縮まらない

/7)こ の数 字 は行 政 事 件 の う ち第1審 が 地 方 裁 判 所 の も の だ け を示 し て い る。 鍛 高 裁 覇 所 ホー

ム ペ ー ジ の 鷲 法 統 計[http:ffwww.courts.go.jp/searchfjtspOOIO?1を も と に作 成 し た。

18)こ の数 字 は行 政 事 件 の う ち第1審 が 行 政 法 院 及 び 地 方 法 院 の も の だ け を示 し て い る。 韓 国

の 大 法 院 ホ ー ム ペ ー ジ の 「入}璽1《難 柔}(筈 ヌll)」 の 「2012履 舜 認7牌}」556頁[http://www.

scOurt.go.1[r/portal/justicesta/Justicestal.istAction.wOrk?g疑btin=10&searchWord=&searchOpti

on=&currentPage=0&pageSize=10]を も と に作 成 し た。
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ど ころか,む しろ拡大 してい るので ある。

4韓 国における行政訴訟法の全面改正の試み

臼本 と比較するかぎ りは,国 民の権利救済の制度 としての実効性を十分に

果たしていると思われる韓国の行政訴訟制度であるが,近 年,大 法院 と法務
19)

部 によって更なる全面改正の試みが積極的になされている。

(9)大 法院の改正建議と法務部の第1次 改正案

大法院は,2006年9月8日 に法院組織法9条 に従い,行 政訴訟法改正意見
20)

を国会に提出した。その改正建議案の核心は,次 のように整理することがで

きる。

第一・に,狭 義の処分だけでな く,権 力的事実行為及び法規命令等も含めて
21>

「処分等」 と定義す ることで,抗 告訴訟の対象 を拡大したこと,第 二に,当

事者訴訟の活性化のために,行 政上の損失訴訟,処 分等の違法による損害賠

償 ・不当利得返還な どの具体的な訴訟形態を例示 したこと,第 三に,こ れま

で学界で主張 されてきた義務付け訴訟 と差止訴訟を抗告訴訟の種類 として明

示 したこと,第 四に,行 政訴訟の原告適格を拡大するために,現 行法の 「法

律上の利益のある者」から 「法的に正当な利益のある者」 に変更 したこと,

第五に,取 消判決の対象 となった処分等がすでに執行 されていても,行 政庁

はその執行による違法な結果 を除去すべき義務 を負い,法 院は,原 告の申請

により,結 果除去義務を取消判決等 と併せて宣告することができるとい う条

19)大 法院 と法務部 にお ける行 政訴訟法改 薦の経緯 と内容 につ いて詳 しくは,趙 元済 「韓園 の

行政訴訟法 改疋案 をめ ぐる論議 とその方 向性 に関す る一 湾察」『駒 灘法曹』9易(2013年)を

参照 され たい。

20)大 法院 の改正 意見 の金 文は,洪 井善 『姻碧囎組暑(甘)(第2版).g1166貰 以 ドに収録 され

てい る。

21)大 法院の改蕉意 見では,「 『処分灘 とは,行 政庁が行 う具体的事 実に関す る公権力 の行使 そ

の他 これ に準ず る行 政作 用 をい う」(意 見2条 圭項1愚 〉,ぼ 命令等 』 とは,国 家機関 の命令 ・

規灘及び地方 肖治 団体 の条例 ・規劉 をい う」(意 見 詞条 岡項2号)と 定 めた うえで,「 拠 分等』

とは,処 分及 び命令等又 はそ の拒 否及 び行 政審醤 に対す る戴決 をい う」(意 兇 岡条岡項3弩)

と定 めている。
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項を新設 したこと,な どである。

これ らの提案は,い ずれも国民の権利利益のより実効的な救済を図 るため

の行政訴訟制度の改善 を目指 したものではあったが,行 政訴訟制度の主観的

権利救済機能を弱化 させるとか,憲 法訴願 とい う形で抽象的規範統制 を担当

する憲法裁判所 との間で新たな摩擦をもたらすおそれがあるとの批判もなさ
22)
れた。

一方 ,法 務部 は,2006年4月26臼 に行政訴訟法改正特別分科委員会を設置

して,同 委員会は2007年4月 に行政訴訟法改正案を提出した。 この案は,行

政訴訟法全部改正案 として,国 務会議の議決 を経て同年11月19N,国 会に提
23)

出 された 似 下,こ の改正案を第1次 改正案と称する)。

法務部の第1次 改正案の主要内容 も,概 ね大法院の提案 と同 じようなもの

であったが,抗 告訴訟 の対象 の拡大 と原告適格 においては,大 きく異 な
24)
った。

すなわち,法 務部の改正委員会において,当 初から法規命令 は抗告訴訟の

対象にはなりえないこと,し かし,そ れは法規命令が裁判統制から除外 され

ることを意味するものではないとい う点においては,委 員の間で異論はなか

22)金 性濠 『一般行敏法 〔行政法理論91憲 法的原 理}(第7嵌)』(2014年)830頁 ～831頁 。 と

くに,命 令等 を抗告訴訟 の対象 とする ことは,具 体的規範統 制を原興1として,抽 象 的規 範統制

につ いては憲 法裁甥所が憲法訴願 とい う形 式でのみ行 うもの としてい る韓薩隙 法 に違反 す ると

の主張 までな された。確か に,環 在 で さえ 「大法院が命令,規 則,処 分 に対す る違憲審 査権 を

持 っているが,憲 法裁判所 も命令,規 鋼 の規定 慮体 による基本権 侵害,す なわ ち執行行 為の媒

介 なしで直接,命 禽,規 劇の規定 によって生 じた基本権侵害 に対 す る憲法訴願 を認定 している

か ら,爾 機関 がそれ ぞれ権限 を行使す る ことに よって,結 論 が異 な る場合,衝 突 の恐れ があ

る」(許 祥濠 「韓 國の裁 覇制 度一 裁判 所 の組織 と権 限 を中心 として」 『銘 較法 学』30巻1暑

(!996年)148頁)と 指摘 されてい るのであるか ら,澗 機関 の軋礫 ・葛 藤のおそれ はます ます高

ま るであ ろ う。

23)法 務 部の第!次 改正案 の金文 は,洪 井善,前 掲書,1149頁 以下 に収録 され ている。

24)こ のほか にも,大 法院の梶案 には,抗 告 訴訟にお ける職 権 による諏 解勧告決定 綱度 を導入

す るとともに,撤 解 によって直接権利又 は利益 の侵害 を受 ける第三者又 は諏 郷の対象 である処

分に蘭 して岡意 ・承認 ・協 議等の法令上 の権 限を有する行政庁 がある揚合 には,そ の第三者又

は行政庁が再審 の請求 をす ることがで きるよ うに していたが,法 務部 の第1次 改正案で は,導

入 が留保 され た。 なお,こ の和解 勧告制葭 は,そ の後の法務部 の第2次 改 正案 で も導入 が見送

られた。
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った。しかし,法 規命令 を統制す るための適切 な訴訟形式については意見の

一致 を見ることができなかったために,結 局,判 例の発展 に合わせて後 臼検

討すべきものとした。

また,原 告適格についても,委 員たちの間で現行法よ りも拡大 しなければ

な らないとい うことについては一致していたが,そ の具体的範囲やその内容

をどのよ うに表現すべ きかについては意見 を異にしていた。「正当な利益」

「保護 に値す る利益」「法的に正当な利益」 「法的利益」等の用語が提示 さ

れ,そ れ らの うち 「法的利益」 とい う用語が,事 実上の利益の侵害を排除し

ながらも関係法令 によって保護 される利益 を広 く含めることができるとして

多数の支持 を得ていた。 しかし,原 告適格の範囲を余 りに拡大す る場合に

は,行 政の円滑かつ効率的な遂行に支障をきたすこと,ま た,現 行の 「法律

上の利益」 という用語も不確定概念であって,拡 大解釈する余地が十分にあ

甑 判例 もこれを広 く解釈する趨勢にあることを考慮 して,結 局,原 告適格
25)

を拡大する方向での積極的な改正は留保 された。

「法務部案 は,大 法院案 に比べて革新的な側面においては多少遅れをとっ

た面がなくはないが,こ の改正案 はまさにそのような性格のために,よ り現
26)

実的なものであったと評価 され うる」ものであったが,こ の法務部の第1次

改正案 は,当 時の政治的状況 によって,国 会で!度 も審議 されないまま,

2008年5月29日 の国会の任期満了で自動的に廃棄されてしまった。

(鋤 法務部の第 黛次改正案の内容

法務部は,2011年 に入って再び行政訴訟法の改正に着手 し,2011年11月15

日に行政訴訟法改正委員会 を構1成して,同 委員会 は20!2年5月1!臼 に改正試
27)

案を作成 し,2013年3月20日 に立法予告 した(立 法予告された改正案を第2次 改

25)金 東鐸寒i『還貯習層1(第20Jtfi)』(2014年)718～9頁0

26)金 東熈,前 掲書,7!9頁 。

2?)立 法予告 とは,委 員会 に眠穫 され た法律 案 を審査 す る前 に,委 員 長が その法律 案の立法趣

旨と主要 内審 な どを国会広報又 は国会 インターネ ソ トサイ トに掲載 す る方式で国民 に知 らせ意

見 を聴取す る翻度 であ る。
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29>
正案と称する)。

この第2次 改正案は,そ の提案理 由によれば,r迅 速かつ実質的な権利救

済を図るとともに,誰 もが容易かつ便利 に利用することができる行政訴訟制

度を用意す る」 とい う目的の下,(a)国 民の権利利益の救済拡大のための

訴訟制度の改善,(b)事 前の権利救済手続の整備,(c)利 用 し易い行政訴

訟制度の工夫,(d)行 政訴訟の專門性の強化 を骨子 としている。

その主な内容は,以 下のとお りである。

(a)国 民の権利利益の救済拡大のための訴訟制度の改善

①義務付け訴訟の導入

義務付け訴訟の導入に伴い,不 作為の違法確認訴訟 を廃止することが検討

されていたが,結 局は,日 本 と同様,併 存 させることにした。義務付け訴訟

の類型 としては,「 当事者の申請 による処分 をすべき義務のあることが法令

上明白で,そ の義務を履行 させることが相当であると認 める場合 には,行 政

庁にその義務を履行するよ うに宣告す る」もの と,ヂ行政庁がその処分をし

ないことが裁量権の限界 を超え又は裁量権の濫用があると認める場合には,

行政庁に判決の趣 旨を尊重して処分を履行するように宣告するJも のの二つ

を用意した。なお,現 行法の間接強制制度は,義 務付 け訴訟の導入に際 して

も維持している。

②原告適格の改正

現行法の 「法律上の利益」の語は,当 該処分の根拠法律等によって保護 さ

れ る直接的,具 体的利益 と解 されてきたために,原 告適格の範囲は制限され

る傾向にあった。そこで,こ れを拡大するために,「法的利益」 とい う語に

変更した。

(b)事 前の権利救済手続の整備

①執行停止要件の緩和及び担保付執行停止制度の新設

28)第2次 改正案 につい ての詳細な考察 は,碧 甘履r行 政訴訟法 改正案9]内 容 喫 聞題点 一

特司 行政訴 訟 到 改革 聾 発 展暑 綱 翌 批判 的考 察暑 中心 皇昆… 」贈 ミ制研 究幽44母

(2013年)283頁 以 下を参 照。
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現行法の ヂ回復の困難な損害を予防するために緊急の必要があると認める

とき」 との文書 を 唾 大な損害を予防するために緊急の必要があると認める

とき」に改正して執行停止の要件を緩和するとともに,第 三者に対する授益

的処分の取消しを求める訴訟 において,そ の処分の相手方に財産上の損害が

生ずるおそれがあるときは,第 三者を保護するために,執 行停止を申請 した

者 に担保を提供 させることができるとの規定を新設 した。

②仮処分制度の導入

授益的処分に対する事前の権利救済手続の欠陥を補完するために導入 した

制度である。韓国の現行の行政訴訟法には,N本 の行政事件訴訟法44条 のよ

うな,行 政庁の処分等について,民 事保全法上の仮処分 を排除するとの規定

がないために,判 例は仮処分の適用について明確 に否定的態度をとってはい

たものの,学 説では肯定説も有力に主張 されていたこともあ り,義 務付け訴

訟の導入に対応する制度として,臼 本のような仮の義務付け制度ではな く,

仮処分制度の導入に踏み切 ることにした。 もっとも,仮 処分の濫用を防止す

るために,そ の要件をf違 法であるという著 しい疑いがある場合」で緊急の

必要性があるときに限 るとともに,処 分等に対する本案訴訟が継属 している

ことと,執 行停止 によって冒的を達成できるときには仮処分は許 されないこ

と(補 充性)を 明示した。

(c)利 用 し易い行政訴訟制度の工夫

①訴 えの変更 ・移送の許容範囲の拡大

国民にとって民事訴訟 と行政訴訟の区分が困難であり,間 違って提訴 した

場合には,提 訴期間の徒過,訴 え却下等の不利益が発生す るおそれがあるに

もかかわらず,現 行法は,行 政訴訟内における訴 えの変更についてだけしか

規定していない。そこで,民 事訴訟を行政訴訟に,行 政訴訟を民事訴訟 に変

更する手続に関しても新たに規定 した。

②管轄指定制度

事件が行政法院 と地方法院のいずれの管轄に属す るか明白でない ときに

は,高 等法院が管轄法院を指定することができる制度を導入した。
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③結果除去義務規定の新設

現行法では,違 法な行政処分の執行によって一定の違法状態が発生した場

合に,こ れに対する行政庁の除去義務 は,取 消判決の拘束力 として規定 され

ているが,行 政庁が自発的に違法な結果を除去しない場合には,別 訴を提起

しなければならない。そこで,判 決 によって取 り消 された行政処分の執行 に

よる結果を除去するための必要な措置をとる義務を行政庁に課すことで,迅

速 に適法状態 を実現できるようにした。

④利害関係者への訴え提起事実の通知制度の新設

訴えが提起 された事実を,法 院が被告以外の他の行政庁及び利害関係のあ

る第三者 に通知できるようにすることで,行 政処分によって影響を受ける利

害関係者の訴訟への参与の機会 を拡大するとともに,紛 争の一回的な解決に

も資す ることを企図した。

(d)行 政訴訟の専門性の強化

①当事者訴訟の活性化

性質上 は行政訴訟であるが,便 宜上,民 事訴訟 として扱われてきた,行 政

上の損害賠償 ・不当利得返還 などの公法上の原因で発生する法律関係 に関す

る訴訟 を,行 政訴訟の対象 として明示することで,行 政処分の違法性の争い

と直接 に関連す る訴訟の場合 には,行 政訴訟の公益性を考慮することのでき

る専門法院で担当させることにした。

(3)法 務部の第2次 改正案に対する評価

この法務部の第2次 改正案は,大 法院の改正建議 と第1次 改正案 とがもっ

とも対立していた抗告訴訟の対象 と原告適格の二つの点 については,抗 告訴

訟の対象はほぼ現行法(す なわち,第1次 改正案)の とおりとし,原 告適格は大

法院の改正建議 に近い 「法的利益」 とした。

しかし,不 可解 なことに,大 法院の改正建議 と第1次 改正案 とに共通に存

在 し,立 法予告され る前の改正試案 にも存在 していた 「差止訴訟」(予防的禁

止訴訟)が 突然削除され,か わって不作為の違法確認訴訟が現行法のままに

残存することになった。 このことは,「行政法関係 において私人の権利 が
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『既に侵害された場合』 と 『侵害が差 し迫っている場含』は,r侵 害』 とい う

概念 を基準に見れば,両 者 は連続線上にある。今回の行政訴訟法の改正 を通

じて,積 極的に侵害 された権利 を回復する 儀 務付け訴訟など)だ けでなく,

権利侵害 が予見 された場合 に,こ れ を予防的に保護す る制度(差 止訴訟)ま
29)

でを抗告訴訟の枠 に備 える必要がある」ことは,臼 本の例 を持ち出すまでも

なく,今 や先進 国の行政訴訟法 における標準装備 であるといえるだけでな

く,韓 国においては明文の規定がない限 り無名抗告訴訟 としても認められな

い と解す るのが通説判例 となっているだけに,不 可解 と言わざるを得ない。

立法予告された韓国の第2次 改正案は,結 果除去義務規定の新設,当 事者

訴訟の具体例の明示などの斬新な規定 もあ り,ま た,原 告適格 についても,

文言を直接変更したことは,臼 本のように考慮事項 を法定す るよりも,判 例

の発展に与える影響はより大きいことが予想 されるが,し かし,総 じて言え

ば,全 面改正 とい うその形式にもかかわ らず,咽 民の権利利益救済 を図る」

という機能面を重視 して必要最低限の手続的な手当てを施 したものと評 され

る2004年 の日本の行政事件訴訟法の改正内容 とあま り大差がないようにも思

える。それは,和 解制度や団体訴訟の導入などのいわば現代的課題の先送 り
30)

とともに,差 止訴訟の不採用や執行不停止原則の維持などの行政権優位の発

想を安易に引きずっているように思えるか らである。そ うだとす ると,碍 本

の2004年 の改正 と同様,今 回の行政訴訟法の改正が実現 した としても,そ れ

は国民の権利利益の包括的 ・実効的救済のための第1段 階の改革に過 ぎず,

更なる行政訴訟の改革が求められることになるといえよう。

29)召 翼ぞ 「行政 訴訟法改正 鱗 予防的禁止訴 訟」『法律新闘』2013年5月30N(https:f/www.

}awtirnes.co.}〈r/LawPnnn/Prtnyn/PnnynContent.aspx?seyia玉 ・214!&m=pnnyn)な お,馨 壼 襯

教授 は,「 行政庁 の第一 次判 断権の藤重,権 力分立 な どを理 由に予防的禁止訴 訟の導入 に反 対

す ることは,時 代錯 誤的発想 である」(碧 せ 謹,前 掲 論文,308～309頁)と 断ず る。

3◎)碧 曾遇教授 は,版 救済制度 は圏民 の権利利 益救済 のために執行停 並原鋼 に根本的 な発想 の

転換 が必要 で あ り,ffPtの 立法 例 をそ のまま踏襲 す る ことは陳腐 であ る」(碧 甘 載,前 掲論

文,308頁)と 痛烈 に批判 している。
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5結 びにかえて一韓国か ら日本が学 ぶべ き幾つかのもの

以上,日 本 と韓国の行政訴訟法の改正経緯 と内容,そ して運用の実態 を簡

単にみてきた。

前述 したように,韓 国は日本の行政事件訴訟特例法に遅れること3年 にし

てそれ とほぼ同じ内容の行政訴訟法を制定し,日 本 の行政事件訴訟法 に遅れ

ること20余年にしてやはりほぼ 日本のそれを踏襲 した全面改正を行った。そ

して,日 本の2004年 の行政事件訴訟法改正か ら10年後の現在,韓 国は日本の

現行の行政事件訴訟法の影響 を受けながらも,相 当程度の独 自性を盛った新

しい行政訴訟法の制定を試みている。今回の改正案 は,第19代 国会の任期

(20!2年～20!6年)を 考慮すると,国 会を通過する可能性は相当に高い と思わ

れる。

この改正が実現 したとき,韓 国における行政訴訟の蓮用実績 は更に向上

し,先 に見た臼韓の行政訴訟の運用の実態の格差 はますます拡大することが

予想され る。

ここで,最 新の2012年 の統計数字にもとついて,改 めて日韓の行政事件訴

訟の第!審 の新受件数 を比較 してみると,日 本 は2,417件 であるが,韓 国で

は,!6,942件 であ り,単 純 に比較すると,N本 よ りも韓国の方が,7倍 も多

いことにな り,こ れに人 口比を加味する と18倍 を超 える格差 とい うことに
31)
なる。

また,田 本では2012年 には,2,949件 の行政訴訟の第一審の終結が出され,

この うち訴えの却下が404件,棄 却が1,606件,原 告が 自ら訴えを取 り下げた

事件 は,405件 ある。また,原 告が"一 部で も"勝 訴 したものは288件 であ

31)そ もそも,f3本 にお いて,行 敬処分 に対す る不 満が少 ないわ けではない。201!年 度 の幽に

対す る行政 不服 ゆ立件数 は,62,663件(行 政不服審査法 に基 づか ない不服 申立て を含 む)で あ

り,地 方公 共麟体 に対す る行 政不服 申立件数 は19,608件(行 政不服審査法 に基づか ない不服 甲

立て を含 む)も ある。総務省 呼 成23年 度 におけ る行致不服審査 法等の施行状況 に関 する調査

結果等」[http:〃www.soumu.go.jp/menurmnews/s-news/01gyokanO街02000016.htm圭]
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32)
り,そ の勝訴率は,わ ずか9。7%に す ぎない。これに対 して,同 じ年の韓国

では,第1審 で16,i84件 が処理 され,却 下876件(却 下命令!29件を含む),棄 却

6,604件,原 告勝訴(一 部勝訴を含む)3,089件 で勝訴率は19.10/・にもなるので
33)
ある。

目韓両国の行政訴訟法の改正の経緯及び内容 と,そ の実際の運用実態の考

察を通 じて,我 々は,相 当に似通った行政訴訟法を有 していながらも,日 本

では行政訴訟が機能不全に陥っているのに対 して,韓 国では違法な行政に対

する救済手段 として相当に機能しているとい う興味深い事実に直面すること

になる。

このような事実 をもたらす要因 としては,種 々のものが考えられるであろ

うが,筆 者は,そ の主たる要因 として,こ こでは,憲 法裁判所 と行政法院の

創設をあげようと思 う。すなわち,第 一に,国 家機関の公権力の行使又は不

行使によって基本権 を侵害 されたとする者が,そ の侵害の有無の判断を求め
34)

る,「憲法訴願」(権利救済型憲法訴願)を 通 じて,従 来の法院の判例 では却下

されていた類いの行政事件についても権利救済 をすることで,憲 法裁判所 と

大法院との間で,国 民の権利救済をめぐる競争状態が生 じていること,第 二

に,行 政法院の設置 により,行 政事件 を専門的に取 り扱 う判事が集中的に配

置され ることで,か つてのような,馴 染みのない行政訴訟 を無難に処理する

ためだけに,訴 訟の入口で古典的な行政法 ドグマを振 りかざして国民の訴え

を退けるのではなく,個 々の行政事件の本質を十分に理解 した上で判断する
35)

質の高い判決が下 されるようになったことである。

32)こ こで引胴 した数字 はラ 山下清 兵衛 弁護士 の,司 法 アクセス単会 プurグ レス レポー ト研究

会 舶 本 の行致訴訟」 か らの弓開 であ る。

33)も っとも,世 界 と比較 す るとき,韓 国 の行敢 事件 の件数 も決 して多 くはない。 た とえば,

由下濤兵衛 弁護士 によオしば,ド イツは約50万 件,フ ラ ンスは約12万 件ラ アメ リカは連 邦のみで

約3.7万 件,韓 国 は約1.7万 件程度 の行 政訴訟 が毎 年提起 され てい るとのこ とで ある(司 法 ア ク

セス学会 プログレス レポー ト研 究会 ヂ田本 の行政 訴訟」 か ら引用)。

34)韓 国 の憲 法 は,こ の権 利救済型憲 法訴願(韓 国憲法68条!項)の ほかに,法 律 の違憲審 判

提案 の申請 が法院 によって棄却 された場合 に,そ の申請を した当事者が憲法裁判所 に対 して法

律 の違憲性 の審査 を講求す る,い わゆ る 槻 範統制型憲法訴願 」(68条2項)が ある。

35)も っとも,「 行政法院が設躍 された ことは,行 政訴訟 の事 件数が 冒本 に比べれ ば相 嶺多 くな
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ところで,第 一の点であるが,日 本 においては,国 民 の権利救済をめぐる

競争状態 を憲法裁判所 と最高裁判所 との問で創 りだすことは現在の憲法下で

は不可能である。 しかし,競 争 による同様の効果は,行 政法学界 と裁判所の

問で行 うことが可能ではないかと思われる。すなわち,行 政法学界が憲法を

含めた意味での法の支配 に基づいた行政法理論 を積極果敢 に構築す ること

で,裁 判所 との問での国民の権利救済をめぐる競争が成 り立つのではなかろ

うか。

第二の点 については,戦 後 日本の憲法学 を築いた宮沢俊義教授が,す でに

戦前 に,も し,全 くの白紙の状態で考えることが許 されるならば,行 政国家

型 よりも司法国家型の方がより合 目的的であるとしながらも,し かし,司 法

国家型においても,行 政事件の審理 にあたってはその事項の本質 に適合す る

ような,通 常の民事訴訟 とは違った手続によるべきであるし,そ の審理にあ

たる裁判官も一般 の法律知識 と経験 に加 えて行政上の知識 と経験 を具えた者

でなけれ ばな らない として,「 この意味においいて,実 際的 な制度 として

は,司 法裁判所の内部に民事部および刑事部 とならんで行政部(あ るひは公法
36)

部)を 設け,そ こで行政事項の訴訟 を審理せ しむる」 ことが比較的合 目的的

であろ うとの提言 を行っている。国 を被告 とす る裁判における普通裁判籍は

「訴訟について国を代表する官庁の所在地」(民=事訴訟法4条6項)で あり,国

を代表する官庁 とは法務省であるから,東 京地方裁判所の管轄 となる。もち

ろん,こ の原則的な管轄裁判所 に加えて,2004年 の改正で,原 告の普通裁判

籍 の所在地 を管轄す る高等裁判所 の所在地 を管轄する地方裁判所(特 定管轄

裁判所)に も提起できることが定められた(行 訴法12条4項)。 したがって,陳

った原 因である。 しか し,そ れ は原 因の一つ に過 ぎず,国 民 の行 政や劉法機関 に対す る信頼 の

程度,行 政機蘭 と司法機 関の関係,法 治行政 の水 準等 を考慮 し,把 握す べ きで ある と考 える」

(騰霞班鋼 ・河明錦 「韓 幽における憲法裁醤所 および行政 法院の機能 と役割」 既ヒ較法学』45巻

2号(2012年)12頁)と の指摘 は当然 であ り,ま た,韓 国 における行 政不服審査鋼度 の活性化

との關係 につ いての考察 も不可欠 と思 われるが,本 稿で は,紙 幅 の都 合もあ り,こ れ らの考察

は別の機会 に行 うことにす る。

36)宮 澤俊義 『行政争訟碗(1940年)103頁 。
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京地方裁判所に取消訴訟を提起できることは,地 方在住の原告にとって場所

的に遠 くなっても,東 京地方裁判所には行政事件の集 中部が置かれ,行 政事

件 に高い専門性を持つ裁判官が配されているため,こ れを有効 に利用す ると
37)

い う選択肢が生まれ る」ことにな り,こ こでの判例が行政事件の本質を十分

に理解 した質の高いものであるとき,韓 国の行政法院と同 じ機能 を果たすこ

とも可能になろう。

韓国の行政訴訟法の改正の経緯 と運用実態 は,日 本の行政訴訟の機能の活

性化を考える一つの手がか りを我 々に与 えてくれているように思 うのであ

る。

〔付記〕

本稿 は,2014年9月10臼 に,桐 蔭学園メモ リアルアカデ ミウムにおいて開

催 された東アジア法律文化研究センター主催の第2回 国際シンポジウム 陳

アジアの法改正の動向一民事訴訟法,競 争法 を中心 として」で,「行政事件

訴訟法の改正動向一 β本 と韓国の比較 を中心 として一」 と題 して報告した内

容に加筆修正 を加 えたものである。この東アジア法律文化研究センターは,

2013年 に桐蔭横浜大学 と中国 ・華僑大学が共同で設立 したものであ り,今 回

のシンポジウムは,横 浜市文化観光局における 「東アジア文化都市2014横 浜

パー トナー事業」としても認定された。

この場をお借 りして,こ のような意義深い国際シンポジウムで報告する機

会を与 えていただいた桐蔭横浜大学学長の小島武司先生 をはじめ,関 係者の

方々に心か らの御礼を申し上げます。

37)橋 本博之 『要説行 政訴訟』(2006年)62頁 。


